
南海トラフ地震発生時に気象庁が

発表する津波警報等の情報について

第１２回 中国地方の防災に関する連絡会 令和5年2月1日（水）
気象庁 広島地方気象台 1

南海トラフ地震‐その時の備え
リーフレットより
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３分

津波警報等更新

南海トラフ地震臨時情報(調査中)

南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)など

～30分

２時間

津波の高さ:3ｍ、10ｍ超等

気象庁が発表する情報

概
ね
の
時
間
経
過

震度速報 震度３以上の地域名

震源・震度に関する情報

各地の震度に関する情報

南海トラフの地震
を想定した例

津波警報等

津波の高さ:巨大、高い
津波の到達予想時刻・各地の満潮時刻など

津波の到達予想時刻・各地の満潮時刻など

通常の地震でも３分程度で発表する。
津波の⾼さは数値(3ｍなど)で⽰す。

⼀⽅、南海トラフ地震などＭ８を超
える地震では、津波の⾼さを
「巨⼤、⾼い」の表現で、⾮常事態
であることを⽰す。

約15分後以降に地震の規模
が判明し、津波の⾼さの数値
発表が可能となる。

1分半

Ｍ８を超える地震は、すぐに精
度よく地震の規模を求めること
ができない。このため、内閣府
が想定した南海トラフ地震の最
⼤クラスの想定をもとに津波警
報等を発表する。

地震 緊急地震速報

震度３以上の地域名と震度を観測した市町村名

震度１以上の観測地点名
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本講座の詳細は、参考資料
「地震と津波」気象庁
気象庁の発表する地震津波に関する警報・情報、気象庁
の観測監視体制などについて説明したパンフレットです。

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/jishintsunami/index.html

「南海トラフ地震 -その時の備え-」
内閣府 気象庁
南海トラフ地震臨時情報や発表された際の防災対応について説明した

リーフレットです。

「南海トラフ地震特設ページ」大阪管区気象台
地震・津波の基礎知識や気象庁が発表する各種情報などを紹介して

います。

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/nteq/index.html

https://www.data.jma.go.jp/osaka/jishinkazan/nankai/index.html

「新しい緊急地震速報」気象庁
2023年2月1日より長周期地震動階級の予想も追加して発表します。

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/eew202301/index.html
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

連絡会構成機関における防災に関する取組報告
■災害対策用ヘリコプター おりづるの導入について（中国地方整備局）

令和５年２月1日（水）

資料－２－２
第１２回中国地方の防災に関する連絡会 資料



○平成30年7月豪雨をうけて、中国地方整備局において災害対策用ヘリを令和4年6月に新規配備。
○本機は航続距離や速度に優れた大型ヘリであり、長時間にわたる被災状況調査が可能なほか、中国地方内外で

発生した大規模災害発生時に広域支援が可能。
○また、中国地方の全域が６０分以内で到達可能で、災害時における迅速な調査等対応が可能。

■新規配備ヘリの特徴

①速度性能が高く、中国地方の全域が６０
分以内で到達可能。地震等の突発的な災害
時にも迅速な調査等対応が可能。
②航続距離が長く、１フライトで長時間に
わたる被災状況調査が可能。中国地方以外
で発生した大規模災害発生時にも、広域支
援が可能（西日本全域カバー）。
③搭乗員数最大１６名の大型の機体であり、
１フライトで多くのテックフォース隊員等
が搭乗可能。
④「デュアルヘリサット」機能を装備。
どこにいても安定的に高細密な画像をリア
ルタイムで伝送することが可能。

■諸元表 ■最大航続距離と各到達圏図

【取組み報告①】災害対策用ヘリコプター「おりづる」 の導入

１

■国土交通省災害対策用ヘリコプター

全国の各整備局等に配備されたヘリコ
プターと連携して災害対策活動を実施。

　型式 　レオナルド式AW189型

　国籍登録記号 　JA87CG

　最大離陸重量 　8,600Kg

　全長(ブレード含む) 　17.57m

　全幅(ブレード直径) 　14.6m

　最大搭乗者数
※1 　16名

　最大巡航速度
※2 　約280km/h

　最大航続距離
※3 　約980km

　最大吊り下げ能力 　2,800kg

 ※1　操縦士、整備士、撮影技師含む

 ※2　標準大気、高度4,000ft、最大搭乗時における最大速度

 ※3　標準大気、高度4,000ft、最大搭乗時における最大（最も燃費の良い場合の）距離

「おりづる」



○広域かつ甚大な災害が発生した場合は、早期にその被災状況を把握することが、以後の災害対応に大きく影響する。

○その把握方法としては、効果的かつ広域な情報が把握できるヘリ等航空機による調査が最も有効的。

○整備局災害対策用ヘリコプターからのリアルタイム映像を防災関係者で共有し、応急活動への支援が可能。

災害対策用ヘリコプターによる被災状況の把握と共有

２

被災状況映像

通信衛星

ヘリサット

上空からの被災状況調査を行うと共に、
衛星を自動追尾し、飛行しながらリアルタ
イム映像の送信が可能（ヘリサット）

被災・応急対策状況映像

県への専用光回線か一般
回線を使用してライブ配
信、またはCD等電子媒体
に動画を保存して提供し
ます。

過去の災害では、整備局
のヘリ調査に、県市の職
員が同乗した事例もあり
ます。

ヘリからの映像を
整備局に伝送

整備局からヘリの
映像を共有

R3.8.10 島根県との
ヘリコプター映像共有状況

被災状況映像

中国地方整備局災害対策室

島根県



楽天モバイルの災害対応

2023年2月1日

楽天モバイル株式会社

BCP管理本部 山口 圭介

ma161
テキストボックス
 資料―２－３
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代表取締役会長

代表取締役CEO

代表取締役社長

代表取締役副社長

設立 2018年1月10日（旧社名：楽天モバイルネットワーク株式会社）

社名 楽天モバイル株式会社（Rakuten Mobile, Inc.）

代表

東京都世田谷区玉川一丁目14番1号 楽天クリムゾンハウス

事業内容 電気通信事業法に基づく電気通信事業、その他通信に関する事業

株主構成 楽天グループ株式会社 100%

従業員数 4,621人（2022年1月1日現在）※正社員、契約社員を含む

楽天モバイル、楽天ひかり、楽天シニアなど主な提供サービス

本社

三木谷 浩史

Tareq Amin（タレック・アミン）
矢澤 俊介

松井 房樹

会社概要
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MVNOからMNOへ〜約2年という短期間で携帯キャリアサービス開始

楽天モバイルの歩み

▪ 2014年 10月

▪ 2018年 01月

▪ 2018年 04月

▪ 2019年 02月

▪ 2019年 04月

▪ 2019年 10月

▪ 2020年 04月

▪ 2020年 09月

▪ 2021年 08月

▪ 2022年 02月

▪ 2022年 07月

※格安スマホ事業の新規受付は
2020年4月7日に終了

約

2

※その後、 2019年04月に
商号を楽天モバイル株式会社に変更

年

※約5,000名を対象にした
「無料サポータープログラム」

楽天グループが格安スマホ事業(MVNO) を開始

楽天モバイルネットワーク株式会社を設立

総務省より、4G(1.7GHz帯)周波数の割当て

完全仮想化クラウドネイティブモバイルネットワークの実証実験に成功

総務省より、5G (3.7GHz帯、28GHz帯)周波数の割当て

移動体通信事業者(MNO) としてサービス開始

携帯キャリアサービスを本格開始

5Gの商用サービスを開始

合計契約数500万回線突破

楽天回線エリアの4G人口カバー率96%到達

大容量時代に最適なワンプラン「Rakuten UN–LIMIT VII」提供開始

※MNOとMVNOの合計
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災害への取り組み（サマリー）
項目 内容

NW信頼性向上

✓楽天モバイルのモバイルネットワークは、完全仮想化クラウドネイティブモバイルネットワーク
楽天モバイルの基地局は、災害に備えた設計となっているほか、基地局設備はミニマムに簡素化されており、ネット
ワーク障害の復旧にも比較的早く対応できることがメリットである。
＜楽天モバイルオフィシャルサイト＞ https://corp.mobile.rakuten.co.jp/innovation/technology/cloud-network/

✓NW監視センターは、東京と大阪の2拠点
東京または、大阪の拠点でどちらかが被災してもどちらかでNW監視センター業務を継続できる。

基地局設備の予備電源強化 ✓重要施設（都道府県庁、市区町村役場等）をカバーする局は、バッテリー24時間化

通信確保
✓衛星回線を使用した車載型と可搬型基地局
✓アンテナ角度の変更によるエリア救済
✓ハイライズ導入予定（大ゾーン基地局を東名阪エリアの一部に設置予定）など

電源確保 ✓発電機、移動電源車 など

燃料確保
✓石油連盟と「大規模災害時の重要施設に係る情報共有に関する覚書」を締結
＜楽天モバイルオフィシャルサイト＞ https://corp.mobile.rakuten.co.jp/news/press/2022/0405_01/

✓災害用燃料備蓄 など

被災地支援 ✓衛星携帯電話、スマートフォン、Wi-Fiルーター、マルチチャージャーなどの貸出し

災害時サービス ✓災害用伝言板、緊急速報メール

その他
✓スペースモバイル（予定）
最大の特長は、現在、皆さんが使用しているスマートフォンや携帯電話でも通信サービスを利用することができる点。
＜楽天モバイルオフィシャルサイト＞ https://corp.mobile.rakuten.co.jp/blog/2022/0519_01/

https://corp.mobile.rakuten.co.jp/innovation/technology/cloud-network/
https://corp.mobile.rakuten.co.jp/news/press/2022/0405_01/
https://corp.mobile.rakuten.co.jp/blog/2022/0519_01/
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外部訓練への参加

2022.02 原子力総合防災訓練

2021.12 NTT グループ・亘理町・通
信各社等の合同防災実動訓練

2022.03東部方面隊ヘリ空輸訓練
(ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ)

2022.06北陸電力送配電
非常災害対応実働訓練

*1 引用元: 総務省HP 「大臣・副大臣・大臣政務官の動き」 https://www.soumu.go.jp/photo_gallery/02koho03_03003799.html

2022.02大規模自然災害時における通信サー
ビス確保のための連携訓練(北海道札幌市)*1
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熊本県にリエゾンを派遣し、他社とともに台風14号通過後の復旧に貢献

“台風14号で被害を受
けた道路を示した地図”

弊社の活動

“車載型基地局による通信確保”
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さらなるエリア拡大：米AST SpaceMobile社との「スペースモバイル計画」

•災害時にも活用できる、衛星通信ネットワーク

•日本全土の100％エリアカバーも可能となる
ブロードバンドインフラ
└現状、日本の携帯キャリアの面積カバー率は国土の70％程度
└山岳地帯や無人島などのカバレッジも可能に

•既存のスマートフォンで、常時と同様の安定的な
通信手段を提供可能に
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「スペースモバイル計画」のネットワーク構成

eNB側で衛星通信に必要な補正を行うことで、既存端末で通信が可能に

衛星
Q/Vバンド

フィーダリンク

eNB 
(eNodeB)

Operator 
IP Services 

(IMS, PSS…)

Evolved Packet Core

S6a

S11
Gx

S1-U

Rx

SGi
PDN-GW

PCRF

HSS

MME

S-GW

コアネットワーク

S1-MME

（衛星とゲートウェイ間）

ゲートウェイ

既存端末（スマートフォン）

Band 3
サービスリンク
（衛星と端末間）
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「スペースモバイル計画」がめざすもの

今後、災害時なども使える
100％のエリアカバー実現へ





Chugoku District Transport Bureau

中国運輸局

大雪による大規模車両立ち往生発生時の
乗員保護のための避難場所確保に向けて

令和５年２月1日（水）

第１２回中国地方の防災に関する連絡会 取組報告④

～「雪害時の乗員保護支援計画における宿泊施設の確保に関する覚書」の締結～

資料－２－４



中国運輸局雪害時の乗員保護⽀援計画における宿泊施設の確保に関する覚書の締結

雪害時の乗員保護⽀援計
画では乗員の避難場所の
確保が求められている

宿泊施設の⼿配をスムー
ズに⾏うことが可能に

旅館ホテル⽣活衛⽣同業
組合との覚書締結
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